
地域包括ケアの深化・地域共生社会の実現 

 

平成28年7月15日 

厚生労働省
Ministry of Health Labour and Welfare

ひと、くらし、みらいのために

厚生労働省
Ministry of Health Labour and Welfare

ひと、くらし、みらいのために
資料２ 

07945
スタンプ



○当面のアジェンダ 
  ・公衆衛生危機対応のためのグローバルヘルス・アーキテクチャーの強化 
  ・危機への予防・備えにも資するUHC（ユニバーサルヘルスカバレッジ）の推進 
  ・薬剤耐性（AMR)への対応強化 
 

○グローバルヘルス人材育成国家戦略（2020年までに＋50%） 
   ・国内における人材育成システムの強化、「リボルビング・ドア」の確立 
  ・人材育成の司令塔の設置（「グローバルヘルス人材戦略センター（仮称）」） 

○質が高く、効率的な医療提供体制 
  ・「地域医療構想」の策定支援（平成28年度中に全都道府県）。「構想」と整合的な医療費適正化計画の策定前倒し。 
   ・プライマリケアの強化（かかりつけ医の評価強化、大病院初診時定額負担導入） 
    ・医師の地域偏在・診療科偏在を解消（医師の診療科・開業地の選択の自由を見直し、実効性のある是正策を検討） 
     

○地域包括ケアシステムの構築 
  ・医療、介護、予防、生活支援サービス等のベストな組み合わせで高齢者の地域生活を支援 
 

○地域包括ケアシステムの深化、「地域共生社会」の実現 
  ・高齢者・障害者・子どもなど全ての人々 が、１人ひとりの暮らしと生きがいを、ともに創り、高め合う社会（「地域共生社会」）の実現 
   ・対象者ごとの福祉サービスを「タテワリ」から「まるごと」へと転換 
 

○医療介護人材の確保・養成、人材のキャリアパスの複線化 
  ・医療・福祉の複数資格に共通の基礎課程を創設し、資格ごとの専門課程との２階建ての養成課程へ再編することを検討等 

○介護ロボット等の次世代型介護技術の更なる開発支援、導入促進 

○医療系ベンチャーの振興 

○多様な保険外サービス等のヘルスケア産業の推進 
  ・配食、買い物支援、旅行など、暮らしに密着した保険外サービスの利活用を促進 

○民間活力・資金の活用 （ソーシャルインパクトボンド（SIB)の仕組みを活用） 

○保険者機能強化 
   ・保険者によるビッグデータの集積・分析や保健指導の推進を支援 
   ・ICTとビッグデータを最大限活用し、 保険者が健康づくり、予防、 
   重症化予防の徹底化を含めて、「医療の質を創る」 
 

○データヘルス全国展開 
   ・ビッグデータを集積・分析等を行い、民間企業とも連携強化 
   ・保険者インセンティブ改革の加速化［30年度→前倒し］ 
 

○後発医薬品の使用の飛躍的加速化 
   ・新目標：平成32（2020）年度末までに80％以上 

2035年の保健医療システムの構築に向けて 

① 地域包括
ケアシステム
の構築：医療
介護サービス
体制の改革 

② データヘル
ス時代の保険
者機能強化 

③ ヘルスケア
産業等の推進 

④ グローバル
視点の保健医
療政策の推進  

1823 1819 
1561 

1405 
1223 

960 

267 
124 

平成４年 平成７年 平成17年 平成27年 

日本とドイツの保険者数の推移 
日本（健保組合） 

ドイツ（疾病金庫） 

＜SIBの先進事例＞ 

○特別養子縁組（横須賀市） 

○ひきこもりの若者の 
 就労支援（尼崎市） 
                             など 

＜後発医薬品シェアの新たな目標＞ 

70 .0% 80 .0% 

８０％目標 
達成時期を決定 

H29（2017）年央 
1万人未満が約6割、5万人未満が約9割 

＜介護ロボットの例＞  

＜UHC国際会議でスピーチする 

安倍総理大臣＞  
＜アジアＡＭＲ東京閣僚会議＞ 
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骨太方針２０１６（平成２８年６月２日） 
 

第２章 成長と分配の好循環の実現 

（６）障害者等の活躍支援、地域共生社会の実現  

 障害者、難病患者、がん患者等も、それぞれの希望や能力、障害や疾病の特性等に応じて最大限活
躍できる社会を目指し、就労支援及び職場定着支援、治療と職業生活の両立支援、障害者の文化芸
術活動の振興等を進め、社会参加や自立を促進していく。性的指向、性自認に関する正しい理解を促
進するとともに、社会全体が多様性を受け入れる環境づくりを進める。  

 全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り高め合う地域共生社会を実現する。このため、支え
手側と受け手側に分かれるのではなく、あらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍
できる地域コミュニティを育成し、福祉などの公的サービスと協働して助け合いながら暮らすことのでき
る仕組みを構築する。  

ニッポン一億総活躍プラン（平成２８年６月２日） 
 

４．「介護離職ゼロ」に向けた取組の方向 

（４）地域共生社会の実現  

 子供・高齢者・障害者など全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことができる「地
域共生社会」を実現する。このため、支え手側と受け手側に分かれるのではなく、地域のあらゆる住民
が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、福祉などの公的サー
ビスと協働して助け合いながら暮らすことのできる仕組みを構築する。 また、寄附文化を醸成し、ＮＰＯ
との連携や民間資金の活用を図る。 2 



 地域住民の参画と協働により、誰もが支え合う共生社会の実現 

４つの改革 

①福祉ニーズの多様化・複雑化 
 
 複合的な課題を有する場合や分野
横断的な対応等に課題 

    

〔制度ごとのサービス提供〕 
②高齢化の中で人口減少が進行 
 
 地域の実情に応じた体制整備や
人材確保が課題 

背景・課題 

○地域により 
 ・ワンストップ型 
 ・連携強化型 
 

○地域をフィールドに、 
  保健福祉と雇用や 
  農業、教育など 
  異分野とも連携 

による対応 
１ 包括的な相談から見立て、 
支援調整の組み立て＋資源開発 

２ 高齢、障害、児童等への総合的な支援の提供 

○ 多世代交流・多機能型の福祉拠点の整備推進 

 ・ 運営ノウハウの共有 

 ・ 規制緩和の検討   等 

○ １を通じた総合的な支援の提供 

４ 総合的な人材の育成・確保 

○ １を可能とするコーディネート人材の育成 

○ 福祉分野横断的な研修の実施 

○ 人材の移動促進  等 

３ 効果的・効率的なサービス提供のための生産性向上 

○ 先進的な技術等を用いたサービス提供手法の効率化 

○ 業務の流れの見直しなど効率的なサービスの促進 

○ 人材の機能分化など良質で効果的なサービスの促進 等 

高齢者 障害者 子ども 

介護 
サービス 

障害福祉
サービス 

子育て 
支援 

引きこもり 
障害のある困窮者 

若年認知症 
難病患者・がん患者 

        など 

高齢者 障害者 子ども 

新しい支援体制を支える環境の整備 

新しい地域包括支援体制 

〔包括的な相談支援システム〕 

～新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン～ 平成27年9月 

サービス提供のほ
か地域づくりの拠
点としても活用 

誰もがその
ニーズに合っ

た支援を受
けられる地域

づくり 
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② 共用可能な設備 ① 兼務可能な人員 

③ 基準該当障害福祉サービス等（注）が活用可能であること 

○ 兼務・共用の取扱いが明確でない人員・設備の取扱いについて、

現行制度で運用上対応可能な事項を明確化し、高齢者、障害者、

児童等の福祉サービスの総合的な提供の阻害要因を解消。 

高齢者 子ども 

障害者 
その他（生活困窮
者や見守りが必要
な者など） 

まちづくりの拠
点にもなる 

対象者の分け隔てなく、１カ所
で総合的にサービスを提供 

ポイント 

高齢者、障害者、児童等に対する福祉サービスの総合的な提供を実施する場合は、基準該当障害福祉サービスを実施するこ
とが可能であることを明確化。 

明確化する事項 

（注）基準該当障害福祉サービス等:指定障害福祉サービスや指定通所支援としての基準は満たしていないが、介護保険事業所等の基準を満たす事業所であり、市町村が認めたもの
においては、当該事業者が障害者（児）を受け入れた場合、基準該当障害福祉サービス等として特例介護給付費等が支給。 

＜総合的な福祉サービスの提供のイメージ＞ 

【基準上規定がある設備】 【基準上規定がない設備】 

高齢者等 通所介護、小規模多機能型居宅介護、短期入所生活介護、認知症対応型共同生活介護 等 

障害者 生活介護、短期入所、機能訓練、就労継続支援（A型、B型）、放課後等デイサービス 等 

児童 保育所、小規模保育事業、地域子育て支援拠点事業、放課後児童健全育成事業 等 

○ 高齢者、障害者、児童等の福祉サービスを組み合

わせて福祉サービスを総合的に提供する際の、以下

の①～③の事項を明確化。   

＜福祉サービスを総合的に提供する際に利用が想定されるサービス（例）＞ 

・管理者、代表者、医師、栄養士、
調理員 

・食堂、居間、機能訓練室、訓練・
作業室、指導訓練室、浴室、医
務室、静養室、事務室、相談室、
調理室、洗面所、洗濯室、非常
災害に際して必要な設備、便所 
等 

・玄関、廊下、階段、エレベータ、
送迎バス 

 

※高齢者、障害者、児童等がそれぞれ
利用する設備を区切る壁等の設置が
不要なことも併せて明確化 
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「地域共生社会」実現の全体像イメージ（たたき台） 

・住民主体による地域課題の解決力強
化・体制づくり 

 
・市町村による包括的な相談支援体制
の整備 

 

・地域づくりの総合化・包括化（地域支
援事業の一体的実施と財源の確保） 

 

・地域福祉計画の充実、各種計画の総
合化・包括化 

  等 
 

“我が事” “丸ごと” 

 
・公的福祉サービスの総合化・
包括化（基準該当サービスの
改善、共生型の報酬・基準の
整備） 

 
・専門人材のキャリアパスの複
線化（医療・福祉資格に共通の
基礎課程の創設、資格所持に
よる履修期間の短縮、複数資
格間の単位認定の拡大） 

 
 等 

 
 

・地域共生社会の理念の共有化 
・国、自治体、社会福祉法人、住民の責務と行動  

我が事・丸ごとの地域づくり サービス・専門人材の丸ごと化 
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年度 我が事・丸ごとの地域づくり 

サービス・専門人材の丸ごと化 

サービス・計画の 
総合化・包括化 

人材キャリアパス 
の複線化 

平成28 
(2016) 

 
平成29 
(2017) 

 

平成30 
(2018) 

   

平成31 
(2019) 

平成32 
(2020) 

平成33 
(2021) 

・ 

・ 

・ 

今後の進め方のイメージ（たたき台） 

平成３０年度 報酬改定 

我が事・丸ごとの地域づくり、サービス・専門人材の丸ごと化の全面展開 
（2020年代初頭） 

共通基礎課程の
検討・結論 

共通基礎課程の
順次実施 

地方創生新型交付金 
（28～30年度） 

更なる法改正？  

平成３３年度 報酬改定 

6 

多機関の協働による包括的支援体制構築事業 

介護保険法の法改正 

生活困窮者支援制度の見直し 
（施行後3年後の見直しの検討） 

介護福祉士と 
准看護師の 
相互単位認定
の検討・結論 

福祉系有資格者 
への保育士養成課
程・試験科目一部
免除の検討・結論 

資格所持によ
る履修期間短
縮、資格間の
単位認定拡大 
（資格毎に検
討・順次実施） 



小 
中 
学 
校 
区 

市 
町 
村 

地域における住民主体の課題解決 
 
○住民に近い圏域で、 
 ・ 制度や分野にとらわれない地域課題の把握 
 ・ 住民団体等によるインフォーマル活動への支援、 
 ・ 公的な相談支援機関へのつなぎや、課題の共有を担うコーディネート機能 
など地域課題の解決に向けた体制  

包括的・総合的な相談支援体制の確立 
 

○相談者本人のみならず、育児、介護、障害、貧困など相談者が属する世帯全体の複
合化、複雑化したニーズを的確に捉え、分野別の相談支援体制と連動して対応する
体制 

 

地域における住民主体の課題解決・包括的な相談支援体制のイメージ① 
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地域における住民主体の課題解決・包括的な相談支援体制のイメージ② 

市
町
村 

小
中
学
校
区 

生活支援コーディネーター、ＣＳＷ 等の専門職 
（地域包括支援センター、社協等に配置を想定） 

地域では解決できない課題 

民生委員・児童委員 

地域課題の把握 地域活動を行う人材の発掘、育成  
 → 生涯現役社会の実現 

地域活動を行う地区社協、福祉委員会等 

ご近所、自治会 

地域の社会資源 
（ｲﾝﾌｫｰﾏﾙｻｰﾋﾞｽ等） 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、PTA、老人ｸﾗﾌﾞ、子ども会、NPO 等 

様々な課題を抱える住民 
（生活困窮、障害、認知症等） 

相互連携 
専門職によるバックアップ 
→住民による地域活動の体制強化 

雇用 

児童 障害 

高齢 

福祉のみならず、多機関・ 
多分野に渡る支援機関のネ 
ットワーク構築。支援内容 
の調整等 

包括的・総合的な 
相談支援体制の確立 

Ａ地区 

生活困窮 

 地域包括支援センター、社会福祉協
議会、地域に根差した活動を行うNPO
などが中心となって、小中学校区等の
住民に身近な圏域で、住民が主体的に
地域活動を把握して解決を試みる体制
づくりを支援し、2020年～2025年を目途
に全国展開を図る。その際、社会福祉
法人の地域における公益的な活動との
連携も図る。 
 
 共助の活動への多様な担い手の参画
と活動の活発化のために、寄附文化の
醸成に向けた取組を推進する。 

（
平
成
28
年
6
月
２
日
閣
議
決
定
） 

ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン  育児、介護、障害、貧困、さらには育

児と介護に同時に直面する家庭など、
世帯全体の複合化・複雑化した課題を
受け止める、市町村における総合的な
相談支援体制作りを進め、2020年～
2025年を目途に全国展開を図る。 
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多機関の協働による包括的支援体制構築事業 

○ 福祉ニーズの多様化・複雑化を踏まえ、単独の相談機関では十分に対応できない、いわゆる「制度の狭間」の課題の解決を図る観点から、
複合的な課題を抱える者等に対する包括的な支援システムを構築するとともに、高齢者などのボランティア等と協働し、地域に必要とされる
社会資源を創出する取組をモデル的に実施する。 

 

○ 具体的には、市区町村が実施主体となって、地域の中核となる相談機関を中心に、以下の取組を行う。 
 ① 相談者が複数の相談機関に行かなくても、複合的な悩みを総合的かつ円滑に相談できる体制を整備するとともに、 
 ② 相談者本人が抱える課題のみならず、世帯全体が抱える課題を把握し、 
 ③ 多機関・多分野の関係者が話し合う会議を開催するなど、その抱える課題に応じた支援が包括的に提供されるよう必要な調整を行うほか、 
 ④ 地域に不足する社会資源の創出を図る。 

壮年の引きこもりと老
親が地域で孤立 

若年性認知症や 
高次脳機能障害 

障害のある生活困窮者 

難病患者・がん患者
の就労支援 

【地域の中で複合的な課題を抱える要援護者】 

「制度の狭間」の課題 

ボランティア等と協働した新たな社会資源の創出 

地域包括支援センター 

障害者相談支援事業所 

福祉事務所 児童相談所 

雇用関係機関 

教育関係機関 
医療関係機関 

農業関係機関 

司法関係機関 

○福祉のみならず、多機関・多分野
に渡る支援機関のネットワーク構
築と、支援内容の調整 

地域における包括的な相談支援システムの構築 

【地域の企業等】 
【自主財源の確保】 

【新たな社会資源の創出】 

生活援助 
地域交流 

見守り 

○自主財源を原資としつつ、ボ
ランティア等と協働し、相談者
に必要な支援を創出 

○寄付等の働きかけ 

○アウトリーチを含む包
括的な相談対応と、世帯
全体のニーズの総合的な
アセスメント・必要な支
援のコーディネート 

【自立相談支援事業等の地域の中核的な相談機関】 【地域に不足する資源の検討】 

上記のモデル的取組を通じ、ノウハウ等を集積し、これらを横展開することを通じて、誰もが安心して 
身近な地域で暮らせるよう、全国各地で包括的な相談支援システムを構築していくことを目指す。 

【市町村等】 

＋ 

民
間
へ委
託 

○事業の進捗管理
と関係機関の連
携体制の構築を
支援 

28’予算案 5億円 
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 平成24年4月より大型団地の中心にある商店街の空き店舗を活用して、①総合相談機能 ②食
の確保機能 ③地域住民の集いの場としての機能を併せ持った《孤立化防止拠点》を「社会福祉
法人青山里会」が運営。現在、１日に約２０名あまりの地域住民の方が利用されている。 
 

 また、その取り組みと連動する形で、地域住民・自治会が主体となって地域完結型の日常生活
支援を目的とした会員制組織『ライフサポート三重西』を発足。 
 
 平成25年3月より65歳以上の高齢者等向けに、地域住民による安価な日常生活支援サービス提
供システムとしてスタートしている。 

いきいき安心 

生活館  
ぬくみ 

・生活相談窓口 
 （在宅介護支援ｾﾝﾀｰ） 
・コミュニティレストラン 
・地域のサークル活動、  
 会議  
・多様な勉強会 等 

 
日常生活支援 

・ゴミだし   ・配食 
・自宅の清掃 
・屋外作業  ・外出支援 
・買い物支援 等 

 

連携 
協働 

三重西地区 

ライフサポート 
三重西 

取組例 三重県四日市市～地域の中で支え合う～ 
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新・第３の矢② 生涯現役で自分らしく活躍する社会の実現 

○ 保険者のリーダーシップの確立、データヘルスの全国展開 
 ⇒ ＩＣＴ・ビッグデータ活用、保険者機能の強化・連携等によりデータヘルスを強力に推進 
 ⇒ 医療関係者やデータ分析を行う民間企業との連携強化により保険者機能を支援 
 ⇒ 保険者インセンティブ改革 

 生涯健康で自立し、役割を持てる社会を、社会全体で実現する。 

○「支え手」「受け手」に分かれた社会から、ともに創る「地域共生社会」へ 

⇒ あらゆる住民が、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成。 
   福祉サービスと協働して子育てなどを支援。 

○「タテワリ」から「まるごと」へ 

⇒ 対象者ごとに整備されている福祉サービスの一体的な提供の推進。 

○施設・人員基準や報酬体系の見直し、担い手の

資格や養成課程の見直しを検討。 

○地域課題の把握や解決の支援体制（コーディ
ネート機能など）を構築。 

【具体的な対応】 

目指すべき将
来像 

○ 子どもから高齢者に至る生涯を通じた予防により、平均寿命を上回る健康寿命の延伸加速。 

○ 医療・介護の保険者がその機能及び体制を強化し、国、自治体、民間とともに生涯現役社会の実現に
向けて機能を発揮 

○ 子ども・高齢者・障害者など全ての人々が、いつまでも、その人らしく家庭・職場・地域で活躍し、地域、
暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことができる社会の実現 

暮らしと生きがいをともに創る「地域共生社会」へのパラダイムシフト 

○ 高齢期の疾病予防・介護予防等の推進（フレイル等の総合対策、認知症施策の総合的な推進等） 

生涯にわたる健康づくり・予防対策の推進 

○包括的な相談支援体制や地域における一体的な

サービス提供を支援するための制度を創設。 

○ 医療のICT化の推進（生涯を通じた医療データ蓄積に向け基盤整備・次世代医療ICTプラットフォーム構築） 

 相互に支え合い、子ども・高齢者・障害者などの多様な活躍の場のある社会を、社会全体で実現する。 

以降、一億総活躍国民会議・ 
経済財政諮問会議提出資料 
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暮らしと生きがいをともに創る「地域共生社会」 

地域の実践例①：「富山型デイサービス」（富山県） 

 介護保険の指定通所介護事業所を母体として、障
害者総合支援の就労継続支援Ｂ型の事業を実施
する。 

 高齢者だけでなく、障害者、子どもなど、多様な利
用者が共に暮らし、支え合うことでお互いの暮らし
が豊かになる。 

 子どもと関わることで、高齢者のリハビリや障害者
の自立・自己実現に良い効果を生む。 

【地域共生社会の好循環】 

高齢者などと日常的に関わり合いな
がら暮らし、健全な成長に効果。 

子
ど
も 

活躍する場を持つことが、 
自立・自己実現に効果。 

障
害
者 

子育て支援などで役割を持つこ
とが、予防に効果。 

高
齢
者 

施設を訪問した際に障害者の
方からいただいたプレゼント 

地域の実践例②：「おじゃまる広場」など（三重県名張市） 

 名張市では、子ども・高齢者・障害者の誰もが活躍できる場
を作り出し、好循環を生み出す仕組みを構築。 

 高齢者や障害者が、子育て支援にボランティアとして参画し
活躍。子どもも高齢者や障害者に元気を与えて活躍。（「お
じゃまる広場」、「子ども支援センター」など） 

 このほか、「まちの保健室」は、介護・生活・子育てなどワン
ストップの相談窓口、地域づくりと地域福祉の総合的拠点と
して機能。 「つつじおじゃまる広場」の光景： 高齢者がボランティ

アとして、子育て支援・親子の孤立防止に活躍 

「子ども支援センターかがやき」では、高齢者
や障害者が子育て家庭の支援で活躍 
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地域の実践例③：「地域共生型拠点を活用した、あらゆる住民の 
        担い手創出事業」（北海道石狩郡当別町） 

•総合ボランティア拠点 
•インフォーマルサービスのワンストップ拠点 
•地域の日常的な世代間交流スペース 

•障がい者の就労拠点（レストラン） 
•高齢者の就労拠点（農園） 
•男性団塊世代など多世代交流拠点 

•障がい者の就労拠点（喫茶店） 
•高齢者の介護予防ボランティア 
•子どもたちの学び・遊ぶ場 

共生型地域福祉ターミナル 共生型コミュニティー農園 共生型地域オープンサロン 

◎認知症高齢者
の活躍 

要介護の認知症
高齢者が農業経
験を発揮 

地元農家による監
修（農福連携） 

◎障がい者就労 

個々の障がい者の
得意分野に応じた
就労の取組 

飲食業の監修によ
るレストラン経営
（企業参画型） 

◎団塊世代の活躍 
団塊世代の高齢者
が若い世代を巻き込
んだイベントを企画し、
リタイア後の人生活
力に 

畑やレストランを利用
したパーティーで地
域活力の向上 

◎子育て支援 

育児支援を受けたい
方と育児の手助けがで
きる地域住民が会員
組織を結成 

地域互助で育児を支
え合い 

◎住民相互の生活支援 
移動手段の確保など
公的制度ではカバーで
きない分野で活躍する
ボランティア 

独自の養成カリキュラ
ムを設け、地域で支え
合う仕組みづくり 

◎特技を生かした社
会貢献 

高齢者と子どもが囲碁
を通じて心を通わす 

子どもも高齢者の生きが
いを高めて活躍 

◎介護予防ボラン
ティア 

駄菓子屋で値札付
けなどをしながら、子
どもや障がい者と交
流・見守り 

高齢者に介護予
防・生きがい創出 

◎障がい者就労 
多様な障がい者就
労の場 

同時に、子どもたち
の障がい者理解の
場に 

◎体験型学童保育 

子どもたちによるお
菓子作りやカフェ
店員などの体験な
ど 
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○ 医療・福祉の複数資格に共通の基礎課程を創設し、資格ごとの専門 
課程との２階建ての養成課程へ再編することを検討。 

○ 資格所持による履修期間の短縮、単位認定の拡大を検討。 

【現状・課題】 

○ 医療福祉の就業者数は、2030年に卸・小売業を抜き製造業に比肩。 

○ 専門資格を持ちながら専門分野で就業していない潜在有資格者は、例えば、
看護師・准看護師で約3割、介護福祉士で4割強、保育士で6割強と多数。 

○ 生産年齢人口が減少する中、今後の医療・福祉のニーズの増大に対応する
ためには、潜在有資格者の掘り起こしとともに、多様なキャリアパス構築等を 

通じた人材の有効活用の視点が必要不可欠。なお、これは、生産年齢人口が 
減少する中、他の高付加価値産業での人材確保にも資する。 

【対応の方向性】 

複数の医療・福祉資格を取りやすくし、 
医療・福祉人材のキャリア・パスを複線化。 

※就業者数について、2014年度は総務省「労働力調査」。
2020年及び2030年は、雇用政策研究会推計（平成27年12
月）の「経済成長と労働参加が適切に進むケース」の値。 具体的な取組 

医療・福祉人材の最大活用のための養成課程の見直し 

（参考）医療・福祉関係資格の例    

【医療】 
 看護師   
 准看護師 
 理学療法士 
 作業療法士 
 視能訓練士 
 言語聴覚士 
 診療放射線技師 
 臨床検査技師   

【福祉】 
 社会福祉士 
 介護福祉士 
 精神保健福祉士 
 保育士 

資 

格 

Ａ 

資 

格 

Ｂ 

資 

格 

Ｃ 

現在：資格Ａの有資格者が資格Ｃをとる 

場合、原則、新たに養成課程全体
（2年間）を修了する必要。 

【共通基礎課程のイメージ】（※具体的な制度設計は今後検討） 

資  

格  
Ａ 

資  

格  

Ｂ 

資
格
Ｃ 

将来像：共通基礎課程を修了した資格Ａ
の有資格者が資格Ｃをとる場合、
短い履修期間で資格取得。 

共通基礎課程 

医療・福祉分野の就業者数の推計 
1100 1060 

956 1004 
1029 

986 

747 
858 

962 

505 477 424 

0
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2014 2020 2030

卸売・小売業 
製造業 
医療・福祉 
鉱業・建設業 

（万人） 

2年 

3年 
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安心した生活（地域課題の解決力強化と医療・福祉人材の活用） 

⑨ 地域共生社会の実現 
介護離職 
ゼロの実現 

【国民生活における課題】 

高齢、障害、児童等の対象者ごとに充実さ
せてきた福祉サービスについて、複合化す
るニーズへの対応を強化することが必要。 

医療・福祉人材の確保に向けて、新たな資
格者の養成のみならず、潜在有資格者の人
材活用が必要。また、これにより、他の高
付加価値産業における人材確保を同時に達
成することが必要。 

・有資格者のうち資格に係る専門分野で就業して
いない者の割合： 

 保育士 約６割（2015年度・推計） 
 介護福祉士 約４割（2013年度・推計） 

【今後の対応の方向性】 

支え手側と受け手側が常に固定しているのではなく、皆が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域社会の実現を目
指す。あわせて、寄附文化を醸成し、NPOとの連携や民間資金の活用を図る。また、支援の対象者ごとに縦割りとなっている福祉サー
ビスの相互利用等を進めるとともに、一人の人材が複数の専門資格を取得しやすいようにする。 

【具体的な施策】 

・地域包括支援センター、社会福祉協議会、地域に根ざした活動を行うNPOなどが中心となって、小中学校区等の住民に身近
な圏域で、住民が主体的に地域課題を把握して解決を試みる体制づくりを支援し、2020年～2025年を目途に全国展開を図
る。その際、社会福祉法人の地域における公益的な活動との連携も図る。 

・多様な活躍、就労の場づくりを推進するため、公共的な地域活動やソーシャルビジネスなどの環境整備を進める。 

・共助の活動への多様な担い手の参画と活動の活発化のために、寄附文化の醸成に向けた取組を推進する。 

・高齢者、障害者、児童等の福祉サービスについて、設置基準、人員配置基準の見直しや報酬体系の見直しを検討し、高齢
者、障害者、児童等が相互に又は一体的に利用しやすくなるようにする。 

・育児、介護、障害、貧困、さらには育児と介護に同時に直面する家庭など、世帯全体の複合化・複雑化した課題を受け止め
る、市町村における総合的な相談支援体制作りを進め、2020年～2025年を目途に全国展開を図る。 

・医療、介護、福祉の専門資格について、複数資格に共通の基礎課程を設け、一人の人材が複数の資格を取得しやすいように
することを検討する。 

・医療、福祉の業務独占資格の業務範囲について、現場で効率的、効果的なサービス提供が進むよう、見直しを行う。 

 
2015 
年度 

2016 
年度 

2017 
年度 

2018 
年度 

2019 
年度 

2020 
年度 

2021 
年度 

2022 
年度 

2023 
年度 

2024 
年度 

2025 
年度 

2026 
年度以降 

指標 

2020年～2025年を
目途に： 

地域課題の解決力
を強化する体制 

全国展開 
総合的な相談支援

体制 全国展開 
 

2021年度： 
新たな共通の基礎

課程の実施 

設備・人員基準や 
報酬体系の 
見直しを検討 

各地域における体制の確立・充実 

検討結果を 
踏まえた 
対応を実施 

地域課題の 
解決力の強化／ 
福祉サービスの 
一体的提供／ 
総合的な 

相談支援体制づくり 

各資格の 
履修内容に 
関する研究 

医療、介護、福祉の 
専門資格における 
共通の基礎課程の 

検討・ 
業務独占資格の 
対象範囲の見直し 

資格所持による履修期間短縮について、 
資格ごとに検討・結論。 

可能な資格から履修期間短縮を実施 

介護福祉士と 
准看護師相互の 

単位認定について検討 

単位認定拡大について、資格ごとに検討・結論。 
可能な資格から単位認定を実施 

可能な資格から履修期間短縮を実施 
※共通の基礎課程創設後も、既取得者に適用 

業務独占資格の業務範囲の見直しを継続的に検討・実施 

相談支援体制づくりと地域課題の解決力強化について、 
モデル事業等を数年間実施する中で制度化を検討 

 
 

誰
も
が
支
え
合
う
地
域
の
構
築
に
向
け
た
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
実
現 

 
 
―

新
た
な
時
代
に
対
応
し
た
福
祉
の
提
供
ビ
ジ
ョ
ン―

 
 
 

（
平
成
27
年
9
月
17
日
・
厚
生
労
働
省
） 

新たな共通の基礎課程の具体案について検討・結論 
新たな共通の基礎課程の実施 

※共通の基礎課程が一部資格にとどまる場合には、 
資格の範囲の拡大について継続検討・順次実施 

福祉系国家資格を 
有する者に対する 
保育士養成課程・ 
保育士試験科目の 

一部免除について検討 

福祉サービスの 
一体的な提供に 

ついて 
運用上の対応が 
可能な事項の 

ガイドラインを整備 

年度 

施策 

「一億総活躍プラン」より抜粋 
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